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（１）合併のメリットを活かした取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併市町では、行財政の効率化や広域的視点に立ったまちづくりといった、合併の

メリットを最大限に発揮するための取組を行っている。 

「合併市町実態調査」によると、対象となった１５合併市町のすべてが「合併の効

果があらわれている」と回答しており、その主な内容として、「効率的な事務執行の

実現」、「財政状況の改善」、「組織の充実」、「住民サービスの向上」を挙げている。ま

た、ほとんどの合併市町が、効果は住民に「ある程度理解されている」と回答してい

る。 

 

① 効率的な事務執行の実現 

合併市町にあっては、首長や議会議員などの特別職の削減が行われているほか、総

務・企画・人事といった内部管理等の重複部門の整理統合や人員の適正配置等による

職員数の削減が進んでいる。 

各合併市町における合併前の議員定数の合計は８０８人で、今後、段階的に４０６

人まで削減されることが決まっている。 

次に、職員数の減少を全県的に見ると、各合併市町の合併年度から平成２２年度ま

でに1、７３３人が削減されており、合併により事務の効率化が進んだことが伺える。 

職員の削減率は合併市町が８．５％であるのに対し、合併を行っていない市町村が

７．０％となっており、合併により事務の効率化が進んだことが伺える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 合併市町の取組について 

● 合併市町では合併のメリットを活かした取組を行う一方で、当初懸念された 

  事項への対応も行っている。 

◎ 議員・職員の削減で効率化が進展 

  議員：８０８人 → 今後段階的に４０６人に（各合併市町の合併前後の条例定数） 

  職員数：▲１，７３３人（各合併市町の合併年度 → Ｈ２２) 

◎ 財政力指数に見る合併効果（Ｈ１２ → Ｈ２２） 

  ０．２未満の団体： ２ → ０ 

  ０．２以上～０．３未満の団体： ５ → １ 

◎ 組織再編等により、企画・総務、保健・福祉、産業分野が充実。新たな住民 

  サービスの提供も。 
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 図表８  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併に伴う議員定数等の状況 

H22.10.1

合併関係

市町村
条例定数

条例

定数

Ｈ２２

現在の定数 減少数 減少率

浦和市 40 28 (43.7) 42.8

大宮市 38 25 (39.1) 40.3

与野市 26 5 (7.8) 7.3

岩槻市 27 6 (9.4) 9.6

計 131 (次の選挙から)*1

熊谷市 29 24 (66.7) 75.7

大里町 16 2 (5.6) 3.9

妻沼町 18 7 (19.4) 13.7

江南町 13 3 (8.3) 6.7

計 76 (次の選挙から)*1

行田市 25 21 (95.5) 95.3

南河原村 14 1 (4.5) 4.7

計 39
秩父市 22 15 (60.0) 80.9

吉田町 14 5 (20.0) 8.1

荒川村 14 4 (13.3) 8.6

大滝村 10 2 (6.7) 2.3

計 60
飯能市 26 20 (95.2) 96.9

飯能市 名栗村 10 1 (4.8) 3.1

計 36
本庄市 22 14 (63.6) 74.3

本庄市 児玉町 20 8 (36.4) 25.7

計 42
春日部市 30 26 (81.2) 84.4

春日部市 庄和町 22 6 (18.8) 15.6

計 52
鴻巣市 26 18 (60.0) 69.9

吹上町 16 9 (30.0) 23.4

川里町 14 3 (10.0) 6.7

計 56 (次の選挙から)*1

深谷市 24 20 (58.8) 70.6

岡部町 19 7 (20.6) 12.6

深谷市 川本町 18 3 (8.8) 8.1

花園町 16 4 (11.8) 8.6

計 77 (次の選挙から)*1

上福岡市 24 14 (56.0) 54.6

ふじみ野市 大井町 21 11 (44.0) 45.4

計 45
都幾川村 14 8 (61.5) 59.4

ときがわ町 玉川村 12 5 (38.5) 40.6

計 26
小鹿野町 14 10 (71.4) 80

小鹿野町 両神村 12 4 (28.6) 20

計 26
神川町 18 14 (87.5) 91

神川町 神泉村 10 2 (12.5) 9

計 28 (次の選挙から)*2

久喜市 22 17 (50.0) 46.9

菖蒲町 12 4 (11.8) 13.9

久喜市 栗橋町 14 34 34 7 (20.6) 17.2

鷲宮町 12 6 (17.6) 22

計 60
加須市 18
騎西町 12

加須市 北川辺町 12 34 34
大利根町 12

計 54

808 406 428 -380 -47.0

*1 現在の議員の任期は、平成23年4月30日まで
*2 現在の議員の任期は、平成23年4月29日まで
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 図表９  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定員管理（職員実数）における合併効果分析 



１５ 

② 財政状況の改善 

県内では、財政力指数が０．２未満の団体が解消され、０．２以上～０．３未満の

団体が、５団体から１団体に減少している。 

また、公債費比率は２０．０以上の団体が解消され、１５．０以上～２０．０未満

の団体が７団体から１団体に、１０．０以上～１５．０未満の団体が５１団体から 

２４団体に推移しており、合併により財政基盤の強化が図られてきたと考えられる。 

※ 財政力指数：自治体の財政力を示す指標で、基準財政収入額を基準財政需要額で除した数値。

通常、過去３ヵ年の平均値を採用する。数値が大きいほど財政力の強い団体であ

ることを示す（１を超える団体は普通地方交付税の交付を受けない）。 

※ 基準財政収入額：標準的な一般財源の収入額 

※ 基準財政需要額：標準的な水準で行政事務を行うために必要な経費 

※ 公債費比率：毎年度の支出全体に占める公債費の額の割合から、地方債の発行（借金）の状況

を判断するためのもの。比率が高いほど財政の硬直化が進んでいることになる。 

 

 図表１０  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図表１１  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財政力指数の変化 

平成１２年度 平成２２年度

市 町村 計 市 町村 計

1.0以上 3(1) 1 4(1) 1.0以上 9(1) 1 10(1)

0.5～1.0 40(14) 29(13) 69(27) 0.5～1.0 31(11) 19(2) 50(13)

0.4～0.5 0 9(6) 9(6) 0.4～0.5 0 2 2

0.3～0.4 0 3(3) 3(3) 0.3～0.4 0 1(1) 1(1)

0.2～0.3 0 5(4) 5(4) 0.2～0.3 0 1 1

0.2未満 0 2(2) 2(2) 0.2未満 0 0 0

計 43(15) 49(28) 92(43) 計 40(12) 24(3) 64(15)
＊( )は、合併関係団体数 ＊( )は、合併団体数

区　　分
団体数

区　　分
団体数

※平成の合併（平成11～21年度）における県内最初のさいたま市の合併（平成13年5月1日）前である
平成12年度と最新の平成22年度を比較

公債費比率の変化 

平成１２年度 平成２１年度

公債費比率 市 町村 計 公債費比率 市 町村 計

20.0以上 1(1) 0 1(1) 20.0以上 0 0 0

15.0～20.0 4(2) 3(2) 7(4) 15.0～20.0 1 0 1

10.0～15.0 25(8) 26(14) 51(22) 10.0～15.0 19(5) 5(1) 24(6)

5.0～10.0 13(4) 19(11) 32(15) 5.0～10.0 19(7) 16(1) 35(8)

5.0未満 0 1(1) 1(1) 5.0未満 1 3(1) 4(1)

計 43(15) 49(28) 92(43) 計 40(12) 24(3) 64(15)

＊( )は、合併関係団体数 ＊( )は、合併団体数

※平成の合併（平成11～21年度）における県内最初のさいたま市の合併（平成13年5月1日）前である
平成12年度と最新の平成21年度を比較
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③ 組織の充実 

合併市町では、組織の再編などが行われ、主に、企画財政・総務分野、保健・福祉

分野、産業振興分野の専門化・充実化が図られている。また、教育分野や住民との協

働、まちづくりに力点を置いている事例もある。 

 

 図表１２  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 住民サービスの充実等 

合併に伴い、一部の市町村にのみ適用されていたサービスを市町全域へ拡大したり、

新たな住民サービスの提供を始めるなどの動きがある。 

また、平成１７年度までに合併した市町については、市町村合併推進体制整備費補

助金や合併特例債を活用して小中学校の耐震化や消防防災施設の整備が行われてい

るほか、区画整理事業や駅前再開発など、旧市町では実施できなかった事業を実施し

ている市町もある。 

合併による組織の充実・専門化の事例 
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 図表１３  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併による住民サービス充実等の事例 
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（２）懸念された事項への対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合併の効果が十分に発揮されるためには、そのメリットを活かした取組を積極的に

展開する一方で、懸念される諸課題に対しても適切に対応していくことが必要である。 

合併市町では、合併に際して懸念された事項に対して次のような取組を進めている。 

 

① 役場が遠くなり、不便になるのではないか 

旧役場が支所等となることにより利便性が低下するのではないか、との懸念に対し

ては、「総合支所」の設置等によりサービスの維持が図られている。また、市内循環

バスを整備するなど、役場等へのアクセス向上を図っている事例もある。 

 

 図表１４  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◎ 役場が遠くなり、不便になることへの懸念  

     → 「総合支所」の設置やアクセス向上でサービスの維持・向上 

◎ 住民の声が届きにくくなることへの懸念 

     → 首長との直接対話や提案制度を通じて「住民の声」を行政に反映 

◎ 周辺部がさびれることへの懸念 

     → 地域の特性や資源を活かした新たなまちづくりでにぎわいを創出 

◎ 地域の歴史・文化・伝統が失われることへの懸念 

     → 保存・継承活動に対する助成や担い手の育成支援を実施 

役場が遠くなって不便になるのではないかと言われる課題への対応事例 
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② 住民の声が届きにくくなるのではないか 

新市町における一体性の確保に配慮する観点からも、首長と市民との直接対話の機

会を設けたり、市民からの意見・提案を募る制度を充実するなどして、住民の声を

反映したまちづくりへの取組が行われている。 

なお、熊谷市・飯能市・本庄市・春日部市・神川町の４市１町では、合併後に「市

町村の合併の特例に関する法律」に基づく地域審議会が設置された。 

※ 地域審議会：合併関係市町村の区域を単位として設けられ、合併市町村の施策に関して長から

諮問を受け、または必要に応じて長に対して意見を述べることができる合併市町

村の附属機関。合併協議により定められた一定の期間に限って設置される（おお

むね１０年）。 

 図表１５  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住民の声が届きにくくなるのではないかと言われる課題への対応事例 
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③ 中心部だけよくなって周辺部がさびれるのではないか 

アクセス道路や情報通信網の整備により、中心部と周辺部に格差が生じないよう取

組が行われている。 

また、圏域拡大のメリットである幅広い地域特性や地域資源を活かしたまちづくり、

新たなイベントの実施等により地域のにぎわいが創出されている。 

 

 図表１６  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中心部と周辺部の格差が広がったと言われる課題への対応事例 
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 図表１７  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 各地域の歴史・文化・伝統等が失われるのではないか 

地域の歴史、文化、伝統を保存・継承していくため、保存・継承活動に対する助成

や担い手の育成が行われている。学校教育の中で地域の伝統芸能である歌舞伎や神

楽を演じる機会を設けたり、発表機会の創出に努めている事例もある。 

新市町の一体化に資する取組事例 
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 図表１８  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各地域の歴史・文化・伝統等が失われるのではないかと言われる課題への対応事例 


